
令和６年度東京都訪問看護教育ステーション公募説明会 プログラム

令和６年４月２５日（木） １３：３０～１５：００頃まで

１挨拶

東京都福祉局高齢者施策推進部在宅支援課長

２教育ステーションの事業概要について（１５分）

東京都福祉局高齢者施策推進部在宅支援課介護医療連携推進担当

３教育ステーションより事例発表（２０分）

講師 訪問看護ステーションはーと（葛飾区）富岡里江看護師

４応募の手続き等について（１５分）

東京都福祉局高齢者施策推進部在宅支援課介護医療連携推進担当

５質疑応答（１０分）



令和６年度 地域における教育ステーション事業について

○１３か所体制となった時期に比べてステーション数が約１.６倍と、大幅に増加しています。（令和６年
４月１日１，７３８か所）

○一方で、約半数のステーションが４人以下の小規模事業所のため、引き続き、人材育成を支援する必
要があります。

○また、近隣に教育ステーションがない地域もあります。

●そのため、この事業の目的である、身近な地域において多様かつ実践的な研修・指導及び助言が受けら
れるように、教育ステーションの指定数を増やすこととなりました。

●令和６年度は、新たに５か所の教育ステーションを指定します。

都が指定する教育ステーションにおいて以下の取組を実施することにより、身近な地域において多様か
つ実践的な研修・指導及び助言が受けられる仕組みを整備し、地域の訪問看護師の確保・育成・定
着を図っています。

① 訪問看護ステーション体験・研修（同行訪問研修）

② 勉強会や合同カンファレンスの開催（外部講師等による様々なテーマの実践的な内容）

③ 他の訪問看護ステーションからの相談

④ 医療機関での訪問看護師に必要な知識・技術習得のための研修

１ 事業概要

○同行訪問研修は、訪問看護に就職を考えている看護師の確保や、新規開設又は自力で育成を行うこ
とが難しい小規模ステーションの看護師に対する育成・定着を支援しています。

○地域の医療機関に所属する看護師が研修に参加することで、医療機関との情報共有が促進され、介
護・医療関係者の連携が強化されてきました。

○様々なテーマの勉強会を実施することにより、地域の訪問看護師の育成と、介護・医療関係者や地域
住民の在宅療養に対する理解が推進されています。

○他ステーションから運営や他機関との連携方法の相談を受けるなど、地域で中心的な存在となっています。

２ 事業の実施による効果

３ 新たな教育ステーションの公募について
教育ステーションの配置状況 １３か所（令和６年４月時点）

白十字訪問看護ステーション 新宿区 東京都看護協会立城北看護ステーション 練馬区

訪問看護ステーションけせら 文京区 訪問看護ステーションはーと 葛飾区

訪問看護ステーションみけ 墨田区 野村訪問看護ステーション 三鷹市

田園調布医師会立訪問看護ステーション 大田区 ラピオンナースステーション 日野市

訪問看護ステーションけやき 世田谷区 訪問看護ステーション・青い空 東大和市

河北訪問看護・リハビリステーション阿佐ヶ谷 杉並区 東久留米白十字訪問看護ステーション 東久留米市

あすか山訪問看護ステーション 北区

５月１５日（水） 応募書類の提出締め切り

５月～６月頃 応募のあったステーションの現地調査

７月～８月頃 東京都の選定委員会の開催、指定結果の通知、委託契約の締結

４ 今後のスケジュールについて

資料１



地域における教育ステーション事業 これまでの主な実績
① 訪問看護ステーション体験・研修（同行訪問研修）

② 勉強会の開催

③他の訪問看護ステーションからの相談

④医療機関での研修

⑤体験生からの感想

全体 (平均) 全体 (平均) 全体 (平均) 全体 (平均) 全体 (平均) 全体 (平均) 全体 (平均) 全体 (平均) 全体 (平均) 全体 (平均) 全体 (平均) 全体 (平均)

他ステーション勤務者 95人 (7人) 251日 (19日) 88人 (7人) 256日 (20日) 30人 (2人) 114日 (9日) 36人 (3人) 118日 (9日) 40人 (3人) 127日 (10日) 53人 (4人) 153日 (12日)

医療機関等勤務者 281人 (22人) 425日 (33日) 217人 (17人) 298日 (23日) 29人 (2人) 48日 (4日) 51人 (4人) 83日 (6日) 85人 (7人) 123日 (9日) 100人 (8人) 169日 (13日)

離職者 40人 (3人) 94日 (7日) 33人 (3人) 87日 (7日) 16人 (1人) 34日 (3日) 27人 (2人) 64日 (5日) 26人 (2人) 64日 (5日) 15人 (1人) 36日 (3日)

計 416人 (32人) 770日 (59日) 338人 (26人) 641日 (49日) 75人 (6人) 196日 (15日) 114人 (9人) 265日 (20日) 151人 (12人) 313日 (24日) 168人 (13人) 358日 (28日)

人数 日数 人数 日数

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度（1月まで）

人数 日数人数 日数

平成30年度

人数 日数 日数人数

令和５年度（１月分まで）１３か所全体で ７６回開催 ２，２８１人参加

勉強会の内容例： 「フィジカルアセスメント研修」 「エコーの演習研修」 「医療・介護専門職が知っておきたい暴力・ハラスメント対策」 「皮膚ケアと褥瘡陰圧療法の実際について」

「災害時BCPの作成について」 「発達障害への理解について」 「グリーフケアを学ぶ」

勉強会の参加者： 訪問看護師、ケアマネ、病院看護師、PT等 その他、地域住民等が気軽に参加できるカフェ形式の交流サロンの開催もしています。

令和５年度（１月分まで）１３か所全体で ２７３件対応 主な相談内容： ステーションの運営に関すること、連携に関すること、人材育成に関すること など

令和５年度（１月分まで） １３か所全体で ８医療機関 訪問看護師３７人参加

病院での主な研修内容： 退院指導や退院時カンファレンスの見学、看護技術（静脈注射、膀胱留置カテーテル等）の研修、ストーマ外来の見学 など

・実際に現場に出てみることで、自分も訪問看護をやってみたいという気持ちが強くなった。 ・在宅看護の難しさを感じたと同時に、楽しさや魅力を改めて感じた。

・研修前に比べて、より地域に戻る患者や家族の生活を見据えて看護介入を意識的に実践するようになった。

資料２



 

令和６年度東京都訪問看護教育ステーション事業受託事業者公募要領 

 

令和６年４月１日５福祉高在第１０９６号 

 

１ 事業名 

  東京都訪問看護教育ステーション事業 

 

２ 事業概要 

（１）目的 

   この事業は、東京都訪問看護教育ステーション（以下「教育ステーション」という。）を

設置し、身近な地域において、訪問看護に関心のある看護職に対する訪問看護ステーショ

ンでの職務体験や、新任の訪問看護師（訪問看護に従事する看護師をいう。以下同じ。）等

の個々に有する知識・経験等に応じた実践的な研修・指導及び助言が受けられる仕組みを

整備することにより、訪問看護への就業意欲を喚起するとともに、訪問看護師の確保・育

成・定着を図ることを目的としています。 

 

（２）事業内容 

   教育ステーションは東京都（以下「都」という。）からの委託を受け、以下の事業を行い

ます。アからウ及びカの事業は必須の業務とし、エ及びオについては任意の業務とします。

また、事業実施にあたって、事業内容や効果等についてのアンケート調査、ヒアリング、

報告等にご協力いただきます。なお、事業内容については令和７年度以降変更となる場合

があります。 

 

  ア 訪問看護ステーション体験・研修の実施【必須業務】 

訪問看護に関心がある看護職を対象とし、訪問看護ステーションに関するオリエンテ

ーション、カンファレンスや勉強会等への参加、同行訪問、手技演習等、体験・研修希

望者の有する看護等の経験、知識、技術に応じた実践的な研修を実施します。 

短期研修：１日から５日程度の期間。年度内に原則２０日以上実施する。 

長期研修：１１日から２０日程度の期間。受講の希望があった場合に実施する。 

  イ 勉強会等【必須業務】 

訪問看護師の育成や定着、地域の医療・介護関係者の連携強化、地域住民に対する在

宅療養等の普及啓発等を目的として、勉強会等を実施します。年度内に１回以上実施し

ます。 

  ウ 地域の訪問看護師の確保・育成・定着のための取組【必須業務】 

    地域の訪問看護ステーション（開設前含む）からの、訪問看護師の確保・育成・定着

に関する相談及び訪問看護業務に関する悩みや不安等の相談に対して、助言及び情報提
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供を行います。 

    なお、職業あっせん業務は禁止されているため、職業あっせんは東京都ナースプラザ

への引継ぎを行います。 

  エ 医療機関等との相互研修の実施【任意業務】 

    地域の医療機関等と協同し、医療機関等における訪問看護師に対する研修及び教育ス

テーションにおける医療機関等に所属する看護職に対する研修を実施します。教育ステ

ーションは相互研修を実施する医療機関等を選定し、実施方法や研修内容について調整

を行い、二次医療圏を目安として圏域内の訪問看護ステーションに対して相互研修の実

施について広報し、受講者を募集します。 

  オ 訪問看護師交流会【任意業務】 

    訪問看護師等が日々の業務で抱える悩みに対して、経験豊富な訪問看護師からの助言

の実施、又は地域における訪問看護師同士のネットワークの構築を目的として交流会を

実施します。 

カ 広報等【必須業務】 

    教育ステーション事業の実施について、自事業所のホームページでの案内や地域の関

係機関に対して広報を行います。 

 

３ 今回募集する教育ステーション数 

  都内５か所 

（現在指定している１３か所の教育ステーションが所在する、新宿区、文京区、墨田区、大

田区、世田谷区、杉並区、北区、練馬区、葛飾区、三鷹市、日野市、東大和市及び東久留

米市を除く地域を基本とします。） 

 

４ 令和６年度の事業費 

  １教育ステーションあたり上限  ２，１００，０００円（税込） 

 

５ 応募要件（基準日：令和６年４月１日時点） 

（１）必須要件 

ア 介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項本文の指定を受けた者である

こと。 

  イ 教育ステーションの指定を受けようとする訪問看護ステーションが都内に所在する

こと 

  ウ 指導者として訪問看護認定看護師、地域看護専門看護師若しくは在宅看護専門看護師

又は訪問看護の人材育成の経験を有する管理者（※）がいること。 

  エ 都が実施した立入検査において、本事業の実施の妨げになる重大な指摘等を受け、改

善されていないと認められる訪問看護ステーションではないこと。 



 

   ※ 訪問看護の人材育成の経験を有する管理者とは、ステーション内において人材育成

の経験を有する、ステーション外の活動として研修講師等の実績がある方等。 

（２）推奨要件 

  ア 常勤で５名以上の看護職員を雇用していること（常勤換算ではない。） 

  イ 緊急時訪問看護加算の届出をしていること 

  ウ 在宅看取り件数が年間１０件以上あること 

（原則として令和５年１月１日から同年１２月３１日までの間） 

  エ 連携医療機関が複数あること 

  オ 専門領域に特化した事業所ではないこと 

 

６ 教育ステーションとしての指定期間 

今回の公募において教育ステーションに選定された場合は、指定日から令和９年３月３１

日までとする予定です。 

 

７ 委託契約に係る手続き 

指定を受けた事業者は、以下のとおり、都と事業の実施に係る契約を締結するものとしま

す。委託契約については、年度ごとに締結します。 

（１）委託契約期間 

契約締結の日から令和７年３月３１日まで 

（２）委託料 

本事業の委託料は、都の予算の範囲内において、原則、提出された予算計画書の金額を

上限とし、委託契約期間満了後、実績に基づいて算定した確定額により委託料を支払いま

す。 

（３）事業実施に当たっての主な参考単価と経費の計算方法等 

ア 訪問看護ステーション体験・研修の実施【必須業務】 

   以下の単価金額を上限として経費を実績払い 

 ・受入指導謝礼：２，０００円（研修生１人につき１日毎） 

 ・指導謝礼（看護職）：１３，５５０円（研修生１人につき１日毎） 

 ・指導謝礼（施設代表）：２０，０００円（研修生１人毎） 

 ・資料代：７３５円 

 ・案内通知費：２９０円 

 ・保険料加入費：実費額 

イ 勉強会等【必須業務】 

    ・内部職員等の講師：給与等を時給換算して人件費を算出 

    ・外部講師：看護職９，５００円／時間  看護管理者１０，５００円／時間 

          医師１３，７００円／時間 



 

         （上記に拠り難い場合は都の承認を経て５０，０００円まで） 

ウ 地域の訪問看護師の確保・育成・定着のための取組【必須業務】 

  相談対応者の時給単価（時給換算）×対応時間数 

エ 医療機関等との相互研修の実施【任意業務】 

  医療機関への謝礼金額 

  ・受入謝礼：１０，０００円から１５，０００円（研修生１人につき１日毎） 

  ・事前打合せ：５，０００円（１日あたり） 

  ・実施後の意見交換会：１０，０００円から３０，０００円（１回あたり） 

  教育ステーションへの受入については、アの体験・研修と同単価 

オ 訪問看護師交流会【任意業務】 

  イ勉強会等と同単価 

  カ 物品の購入等について 

    事業実施に係る研修機材等は実費額を計上することができます。ただし、税込１０万

円以上のものは購入できません。   

 

８ 応募方法 

（１）以下のアドレスの LoGo フォームより基本情報の入力及び書類の提出をしてください。 

    

応募アドレス：https://logoform.jp/form/tmgform/544892 

 

（２）提出書類 

  ア 令和６年度教育ステーション受託事業者への応募について（かがみ文） 

  イ 令和６年度教育ステーション事業応募理由及び実施計画書 

  ウ 令和６年度教育ステーション事業実施スケジュール 

  エ 令和６年度教育ステーション予算計画書 

  ※ アのかがみ文は、代表者印を押印したものを下記11の担当宛てに郵送してください。

それ以外の書類は上記の応募アドレスのフォームにて提出してください。 

  ※ 提出書類の様式は、東京都福祉局のホームページにおいてダウンロードできます。 

（２）提出期限 

   令和６年５月１５日（水曜日） 

 

９ 審査基準等 

  選定委員会では、事業者の業務遂行能力、事業の活用促進に向けた取組、地域における展

開能力等の観点から審査を行います。重視する主な項目は以下のとおりです。なお、新たに

指定するステーションは、都内に均衡に配置されるよう、現在の教育ステーションの配置状

況に鑑み、すでに配置のある区市（新宿区、文京区、墨田区、大田区、世田谷区、杉並区、

https://logoform.jp/form/tmgform/544892


 

北区、練馬区、葛飾区、三鷹市、日野市、東大和市、東久留米市）を除く地域を基本としま

す。 

（１）事業の趣旨を理解しているか 

（２）職員の育成・定着に関する方針や目標、計画が定められているか 

（３）当該委託業務を遂行するに必要な人員及び指導者等の体制が確保されているか 

（４）当該委託業務の実施に関するノウハウ、実績を有しているか 

（５）当該委託業務以外に、外部生を対象とした体験の受入や研修を実施しているか 

（６）事業の周知・募集方法等が具体的かつ効果的なものとなっているか 

（７）訪問看護ステーションでの職務体験や勉強会等の各事業が円滑に進むようなスケジュー

ルとなっているか 

（８）地域において他機関・他職種との連携を深めるための取組を実施しているか 

（９）管理経費及び研修経費の額は適切か 

 

10 公募説明会について 

  日時：令和６年４月２５日（木曜日） 午後１時３０分から  オンライン開催 

  詳細：東京都福祉局の訪問看護推進総合事業のホームページをご覧ください。 

  ※ 応募に際して説明会への参加は必須ではありませんが、可能な限りご参加ください。 

 

11 担当及び問合せ先 

  〒１６３－８００１ 東京都新宿区西新宿２－８－１ 

  東京都福祉局高齢者施策推進部在宅支援課 介護医療連携推進担当 

  電話０３（５３２０）４２１６ 

 

 

附 則 

この要領は、令和６年４月１日から施行する。 

 



令和 年 月 日 

 

 

令和６年度東京都訪問看護教育ステーション事業 

受託事業者への応募について 

 

 

 このことについて、下記のとおり令和６年度東京都訪問看護教育ステーション事業の

受託事業者へ応募いたします。 

 

記 

 

１ 事業所名 

   

 

２ 事業所所在地 

   

  

３ 提出書類 

（１）令和６年度教育ステーション事業応募理由及び実施計画書 

（２）令和６年度教育ステーション事業実施スケジュール 

（３）令和６年度東京都訪問看護教育ステーション予算計画書 

（４）勤務形態一覧表（令和６年４月分） 

 

 

 

 

申請者                    

法人名                   

法人所在地                 

代表者職・氏名            印  

資料３－２ 



 

 

資料３－３ 

令和６年度東京都訪問看護教育ステーション事業 応募理由及び実施計画書 

 

事業所名：                  

１本事業に応募した理由 

※本事業の受託事業者として応募した理由、地域における訪問看護人材の確保や育成

についての認識を記載してください。（４００字程度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２事業の実施方針と概要（公募要領（２）） 

①訪問看護ステーション体験・研修の実施（必須業務） 

※事業計画、体験・研修の実施内容案を具体的に記載してください。（２００字程度） 

 

 

 

 

 

②勉強会等（必須業務） 

※勉強会等の計画、テーマ、対象者等を具体的に記載してください。（２００字程度） 

 

 

 

 

 

③地域の訪問看護師の確保・育成・定着のための取組（必須業務） 

※地域のステーションからの相談等に対応する体制、情報提供の方法等について具体

的に記載してください。（２００字程度） 
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④医療機関等との相互研修の実施（任意業務。実施しない場合は記載不要） 

※地域の医療機関等との相互研修の計画、研修内容案を具体的に記載してください。

（２００字程度） 

 

 

 

 

 

⑤訪問看護師交流会（任意業務。実施しない場合は記載不要） 

※訪問看護師等への助言の実施方法、ネットワーク構築を目的とした交流会の実施内

容案を具体的に記載してください。（２００字程度） 

 

 

 

 

 

⑥広報等（必須業務） 

※教育ステーション事業の周知方法を具体的に記載してください。（２００字程度） 

 

 

 

 

 

 

３ 職員育成のために実施している取組 

※職員の育成に関する方針や目標、計画を記載してください。また、研修や資格取得

支援といった取組内容と実施体制も記載してください。（４００字程度） 
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４ 職員定着のために実施している取組 

※能力や資格、経験等に基づく処遇の実施、能力評価のための基準の作成、キャリア

パスの内容等、職員の定着に資する適切な処遇のために実施している取組、その他、

働きやすく、働き甲斐の持てる職場づくりのために実施している取組を記載してくだ

さい。（４００字程度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 他機関・他職種との連携 

※他機関・他職種と連携を深めるために実施している取組を記載してください。（２

００字程度） 

 

 

 

 

 

６ 指導者のこれまでの指導（育成）実績を記入してください。 

※事業所内での指導実績、研修講師の実績等を記入してください。（２００字程度） 

 

 

 

 

 

 



令和６年度教育ステーション事業　実施スケジュール

事業所名：　　　　　　　　　　　

①ステーション体験・研修
（必須業務）

②勉強会等
（必須業務）

③地域の訪問看護師の確保・育成・
定着のための取組（必須業務）

④医療機関等との相互研修の実施
（任意業務）

⑤訪問看護師交流会
（任意業務）

令和６年 8月

　　　　　　　９月９月

１０月

１１月

１２月

令和７年 １月

２月

３月
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事業実施スケジュール

事業所名：○○訪問看護ステーション　　　　　　　　　　　

①ステーション体験・研修
（必須業務）

②勉強会等
（必須業務）

③地域の訪問看護師の確保・育成・
定着のための取組（必須業務）

④医療機関等との相互研修の実施
（任意業務）

⑤訪問看護師交流会
（任意業務）

令和６年 8月 体験受入　１名　延べ１日
区内ステーションからの相談受付

随時・毎週○曜日（３月まで実施）

　　　　　　　９月９月 体験受入　２名　延べ３日 ○○病院と相互研修に向けた打合せ開始

１０月 体験受入　３名　延べ６日
区内ステーション向け勉強会の実施

テーマ：○○について
○○病院の相互研修について周知開始

１１月 体験受入　３名　延べ６日
区内の介護人材フェスに参加（ブースの出

典）

○○病院の相互研修の実施

全△回　□人参加予定
区内ステーションの交流会第1回を実施

１２月 体験受入　２名　延べ２日
○○病院の相互研修実施後の意見交換

会

令和７年 １月 体験受入　２名　延べ２日
地域住民向け勉強会の実施

テーマ：○○について

２月 体験受入　２名　延べ３日 区内ステーションのお悩み相談会を実施

３月 体験受入　１名　延べ１日



１　管理経費

項目 事項 内訳 単価 数量 金額

賃金 人件費 × ＝ 0 円

賃金 人件費 × ＝ 0 円

役務費 広告費 × ＝ 0 円

その他 × ＝ 0 円

小　計　　 0 円

消費税及地方消費税　 0 円

合　計　　 0 円

２　研修経費

項目 事項 内訳 単価 延べ日数／回数 金額

受入指導謝礼 教育St.への受入指導謝礼 × ＝ 0 円

講師謝礼
(施設代表)

教育St.の代表者(管理者等)のオリエンテーションにかかる謝礼 × ＝ 0 円

体験講師謝礼
(看護職)

教育St.の体験講師(指導役の看護師)の謝礼 × ＝ 0 円

相互研修謝礼
(受入医療機関)

医療機関における訪問看護師の研修にかかる謝礼 × ＝ 0 円

項目 事項 内訳 単価 数量 金額

需用費 資料代 体験時に使用する資料作成費用 × ＝ 0 円

役務費 案内通知費 体験者宛てに発送する郵券代 × ＝ 0 円

共済費 保険料加入費 × ＝ 0 円

その他 × ＝ 0 円

小　計　　 0 円

消費税及地方消費税　 0 円

合　計　　 0 円

3 勉強会経費

項目 事項 内訳 単価 数量 金額

報償費
講師謝礼
（内部職員）

× ＝ 0 円

報償費
講師謝礼
（外部講師）

× ＝ 0 円

需用費 資料代 勉強会時に資料する資料作成費用 × ＝ 0 円

役務費 広告費 勉強会案内のチラシ作成費用 × ＝ 0 円

使用料及び
賃借料

会場使用料 × ＝ 0 円

その他 × ＝ 0 円

小　計　　 0 円

消費税及地方消費税　 0 円

合　計　　 0 円

予算額　（　１　管理経費合計　＋　２　研修経費合計　+　３　勉強会経費）　 0 円

令和６年度東京都訪問看護教育ステーション　予算計画書

報償費
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１　管理経費

項目 事項 内訳 単価 数量 金額

賃金 人件費
事務職員の人件費（現に雇用している事務職員の人件費でも構い
ません。）

2,000 円 × 80 日 ＝ 160,000 円

賃金 人件費 相談業務 3,000 円 × 10 時間 ＝ 30,000 円

役務費 広告費
事業所HPの作成費、募集チラシ等
(募集案内等の掲載)

250,000 円 × 1 式 ＝ 250,000 円

その他 × ＝

小　計　　 440,000 円

消費税及地方消費税　 44,000 円

合　計　　 484,000 円

２　研修経費

項目 事項 内訳 単価 延べ日数／回数 金額

受入指導謝礼 教育St.への受入指導謝礼 2,000 円 × 30 日 ＝ 60,000 円

講師謝礼
(施設代表)

教育St.の代表者(管理者等)のオリエンテーションにかかる謝礼 20,000 円 × 20 回 ＝ 400,000 円

体験講師謝礼
(看護職)

教育St.の体験講師(指導役の看護師)の謝礼 13,550 円 × 30 日 ＝ 406,500 円

相互研修謝礼
(受入医療機関)

医療機関における訪問看護師の研修にかかる謝礼 15,000 円 × 30 日 ＝ 450,000 円

項目 事項 内訳 単価 数量 金額

需用費 資料代 体験時に使用する資料作成費用 735 円 × 20 人 ＝ 14,700 円

役務費 案内通知費 体験者宛てに発送する郵券代 290 円 × 20 人 ＝ 5,800 円

共済費 保険料加入費 Will＆e-kango等への保険加入費用 1,550 円 × 20 人 ＝ 31,000 円

その他 × ＝

小　計　　 1,368,000 円

消費税及地方消費税　 136,800 円

合　計　　 1,504,800 円

3 勉強会経費

項目 事項 内訳 単価 数量 金額

報償費
講師謝礼
（内部職員）

管理者、指導者謝礼 5,000 円 × 3 時間 ＝ 15,000 円

報償費
講師謝礼
（外部講師）

看護職謝礼 9,500 円 × 3 時間 ＝ 28,500 円

需用費 資料代 勉強会時に資料する資料作成費用 10 円 500 枚 5,000 円

役務費 広告費 勉強会案内のチラシ作成費用 80 円 × 150 枚 ＝ 12,000 円

使用料及び
賃借料

会場使用料 20,000 円 × 2 回 ＝ 40,000 円

その他 × ＝

小　計　　 100,500 円

消費税及地方消費税　 10,050 円

合　計　　 110,550 円

予算額　（　１　管理経費合計　＋　２　研修経費合計　+　３　勉強会経費）　 2,099,350 円

令和６年度東京都訪問看護教育ステーション　予算計画書

報償費

受講者を20名受け入れ、30日研修、勉強会を2回を実施する予算の例

本事業に携わる勤務日数（延べ）

体験日数、オリエンテーション実施回数を記入

受講者数を記入

Will＆e-kango等への保険加入費を参考単価で記載
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